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１．第５次男鹿市行政改革大綱総括の趣旨 

 

 本市では、令和４年度から令和７年度までの４年間を推進期間として、「新しい

時代に即した行政改革の推進」を基本理念とする、「第５次男鹿市行政改革大綱」

を策定し、改革に取り組んできました。 

 

 この大綱では、基本理念「新しい時代に即した行政改革の推進」の実現に向け、

ますます複雑化・高度化する諸課題に迅速かつ的確に対応するため、次に掲げる

４本柱のもと、各種施策を進めてきました。 

 

 ① 職員の能力の向上と組織運営の強化 

職員の能力向上、組織力の向上、働きやすい環境の整備 

 

 ② 市民サービスの向上 

効率的な行政サービスの提供、開かれた市政の推進、手続の簡略化、市民

との協働システムの形成 

 

 ③ 行政のデジタル化への対応 

ＩＣＴを活用したサービスの向上、業務プロセスの最適化、行政手続のデ

ジタル化 

 

④ 持続可能な行財政運営 

健全な財政運営の推進、財産の適正管理と有効活用、効果的・効率的な事

務の執行 

 

今回、第５次行政改革大綱の推進期間が令和７年度で終了したことから、推進

期間の４年間で取り組まれた成果を検証することを目的に総括を行いました。 

 

２．第５次大綱の総括 

 

 第５次行政改革大綱に基づく実施計画に掲げた３４の取組事項ごとに、所管課

において評価を行った結果、全体の１００％が概ね目標を達成以上となりました。

取組事項ごとの評価並びに中分類ごとの取組実績及び今後の方針（総合計画への

継承）については、次の表のとおりです。 

 

◎ 実施済  【計画の達成目標を達成した】       ２０項目 

〇 一部実施 【概ね目標を達成し、計画どおり進行した】 １４項目 

△ 調査・検討【計画の内容について調査・検討中】     ０項目 

× 未実施  【取組に着手していない】          ０項目 
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１　職員の能力の向上と組織運営の強化（７項目）

№ 取組事項 担当課 R4 R5 R6 R7

1 職員研修の充実 総務課 ◎ ◎ ◎ ◎

2 人事評価制度の効果的な運用 総務課 ○ ○ ○ ○

3 組織機構改革【継続】 総務課 ◎ ◎ ◎ ◎

4 定員管理計画【継続】 総務課 ◎ ◎ ◎ ◎

5 休暇等の取得の推進 総務課 ○ ○ ◎ ◎

6 メンター制度の整備 総務課 ○ ◎ ◎ ◎

7 テレワークの推進 総務課 ○ ○ ○ ○

⑴　職員の能力向上
　研修体制の拡充と人事評価制度の実効性強化により、職員の能力向上と適
正な人事管理の基盤を構築した。
　・研修参加人数（R7）　（計画）280人　⇒　（実績）514人
　・男鹿市職員の降給に関する条例制定と人事評価制度の円滑な運用

⑵　組織力の向上
　組織機構の最適化と計画的な採用・処遇改善により、効率的かつ持続可能
な行政運営体制を構築した。
　・こども家庭センターの設置と保育業務の教育委員会への移管により、幼児
　　教育から中学校卒業までを一貫して支える体制を構築した。
　・計画的な採用と職場見学・内定者フォローにより年齢構成の適正化を図る
　　とともに、家族看護休暇の拡充など働きやすい職場環境を整備した。

⑶　働きやすい環境の整備
　休暇取得促進・メンター制度の確立・テレワークの試験運用を通じ、職員
が安心して働き続けられる職場環境の基盤を整備した。
　・年次休暇取得日数（R7）（計画）14日/年　⇒（実績）13.6日/年
　・メンター制度の導入と運用による若手職員に対するフォロー体制の確立
　・在宅勤務実施者数（R7）（計画）実施　⇒　（実績）一部実施
　　※令和8年度、テレワーク本格運用を開始
　

取組の実績

⑴　職員の能力向上

⑵　組織力の向上

⑶　働きやすい環境の整備
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「男鹿市総合計画 ～なまはげの里～ おが幸せ未来ビジョン」における位置付け

まちづくり 政策 ＮＯ. 施策・取組

5-6　持続可能な行財政運
営

５　市民との協働による
持続可能なまちづくり

【職員の能力向上】
　市の実情に合わせた独自研修をさらに充実させ、職員の自発的な意欲を引き出す職
場風土づくりを推進するとともに、降給・分限処分に関する要綱等の早期策定によ
り、公平で納得感のある人事評価制度を適正に運用します。

【組織体制】
　社会経済情勢や行政需要の変化を的確に捉え、限られた人員・財源の中で効率的な
行政運営が可能な組織編成を適宜実施します。組織の持続性と専門性の確保を図るこ
とはもちろんのこと、今後の人口減少社会を見据え、職員数や配置の在り方について
不断の見直しに取り組み、人件費とのバランスを考慮した最適な人員配置を追求しま
す。
　
【働きやすい環境整備（テレワーク）】
　テレワーク終了後のアンケート分析を徹底し、ニーズに応じた制度調整を図りま
す。まずは可能な部署から着実に実施を広げ、成功事例を横展開することで、業務効
率化とワークライフバランス向上に直結する働き方として定着させます。

　これまでの行革で培った知識や経験を継承し、次世代のリーダー育成を見据えた人
事異動やジョブローテーションを計画的に実施し、変化に強くしなやかな組織文化の
形成を目指します。

今後の方針

組織機構の効率化と人材
の育成・確保

5-6-1
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２　市民サービスの向上（１２項目）

№ 取組事項 担当課 R4 R5 R6 R7

8
出張所（窓口業務）の統廃合及び業
務再編

企画政策課 ○ ◎ ◎ ◎

9 特定健診・がん検診の受診率向上 子育て健康課 ○ ○ ○ ○

10
保育施設等の配置と運営方法の見直
し

教育委員会
こども未来課

△ △ ○ ◎

11 学校給食費の公会計化
教育委員会
こども未来課

△ ○ ◎ ◎

12 行政評価制度の確立【継続】 企画政策課 ◎ ◎ ◎ ◎

13 オープンデータの推進【継続】 総務課 △ ○ ○ ○

14 各種審議会等の在り方の検証の実施 総務課 △ △ ○ ○

15 行政手続のオンライン化の推進 総務課 ○ ◎ ◎ ◎

16 地域主体の敬老会の実施 福祉課 ○ ○ ○ ○

17
市民活動団体の育成
（ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ、NPO法人）

企画政策課 ○ ○ ◎ ◎

18 職員の地域担当制の確立 企画政策課 ○ ○ ○ ○

19
地域コミュニティセンターの設置
【出張所、公民館機能の併設】

企画政策課 ○ ◎ ◎ ◎

⑴　効率的な行政サービスの提供

⑵　開かれた市政の推進（市政の透明化）

⑶　手続の簡略化

取組の実績

⑷　市民との協働システムの形成

⑴　効率的な行政サービスの提供
　市民に身近で質の高い行政サービスの提供体制を構築した。
　・窓口業務を４施設に集約し、地域コミュニティセンターを開設
　・LINE・Web予約や健康ポイント活用により受診率向上を推進
　・保護者の理解を得ながら４園を統合し、船越こども園を開園
　・給食費を公会計化し、一括購入による材料費節約と地産地消に取り組んだ
⑵　開かれた市政の推進（市政の透明化）
　市政の透明性と市民への説明責任の向上を図った。
　・内部・外部評価を組み合わせた行政評価制度を継続実施
　・公開データを7件から90件に拡充し利便性を向上
　・女性審議員の参画促進と方針決定の場への土壌づくりを推進
⑶　手続の簡略化
　市民の利便性向上と来庁負担の軽減を実現した。
　・オンライン手続数（R7）（計画）60手続　⇒　（実績）64手続
⑷　市民との協働システムの形成
　市民と行政が協働するまちづくりの基盤を整備した。
　・基準額見直しと申請手続の簡素化による地域主体の敬老会実施環境の整備
　・講演会の開催を通じた、地域づくり意識醸成と市民活動の活性化
　・市政懇談会や地域行事への参加を通じた職員と住民による協働体制の構築
　・窓口集約と集落支援員配置による地域コミュニティの活性化推進
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「男鹿市総合計画 ～なまはげの里～ おが幸せ未来ビジョン」における位置付け

まちづくり 政策 ＮＯ. 施策・取組

５　市民との協働による
持続可能なまちづくり

5-4　市民と取り組む協働
の地域づくり

5-4-6
地域の中核となるコミュ
ニティセンターの整備

３　市民の暮らしと健康
を守るまちづくり

3-5　笑顔あふれる健幸お
がライフ

3-5-1
特定健診及び各種がん検
診事業の充実

透明性の高い行政の推進5-6-4
5-6　持続可能な行財政運
営

５　市民との協働による
持続可能なまちづくり

４　子育ての希望があふ
れるまちづくり

DXの推進と事務の効率化5-6-3

子ども・子育て支援サー
ビスの充実

4-1-2
4-1　おがっこの夢と希望
を叶える環境の整備

今後の方針

【効率的な行政サービス】
　窓口業務を集約した４施設の適切な管理と機能向上を図るとともに、今後も諸証明
のコンビニ交付や宅配サービスの周知等により、更なる利便性向上を追求します。

【市政の透明化】
　行政評価については、二次・三次評価の導入により客観性を担保し、結果を予算編
成へ反映させる運用を徹底します。

【行政手続のオンライン化】
　進展するデジタル社会に柔軟に対応していくため、オープンデータの推進はもちろ
んのこと、市民のデジタルへの苦手意識に配慮しつつ、ニーズに合った行政手続のオ
ンライン化を着実に進めます。

【市民協働】
　地域コミュニティセンターや集落支援員、地域担当職員の伴走支援のほか、市役所
内で地域活動事例を共有する会議を定期開催するなど、地域の実情に応じた真に有効
な事業を住民と共に模索し、行政と市民が役割を分担する協働の仕組みを深化させ、
持続可能な地域づくりを推進します。

市民主体の開かれた市政
の推進（市民協働）

5-4-3

5-4　市民と取り組む協働
の地域づくり

５　市民との協働による
持続可能なまちづくり

住民自治組織の強化5-4-1
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３　行政のデジタル化への対応（５項目）

№ 取組事項 担当課 R4 R5 R6 R7

20
市ホームページのアクセシビリティ
向上および多面的な情報発信

企画政策課 ○ ○ ○ ○

21
AI・RPA等の新技術導入による業務
の負荷軽減・効率化

総務課 △ ○ ○ ○

22 ペーパーレス化の推進 総務課 ○ ○ ○ ○

23
公共料金の口座振替による一括支払
の導入

会計課 ◎ ◎ ◎ ◎

24
地方税共通納税システムの活用による
収納効率化、電子化の推進【継続】

税務課 ○ ◎ ◎ ◎

⑴　ICTを活用したサービスの向上
　SNS活用の拡充と操作研修の継続実施による、ホームページ運用の定着と多
面的な情報発信体制の構築した。
　・市HPのページビュー数（R7）（計画）1,566千回　⇒（実績）1,483千回

⑵　業務プロセスの最適化
　生成AI導入準備・ペーパーレス化の推進・口座振替制度の定着を通じた、
業務プロセスの抜本的な最適化と事務効率の大幅向上。
　・生成AIのガイドライン策定と試験導入を通じた、R8運用に向けた環境整備
　・電子決裁やペーパーレス会議の推進と、職員の意識醸成による事務コスト
　　削減への継続的取組
　　※環境整備は進んだものの、使用量削減は課題として残存。
　・公共料金の口座振替による一括支払の定着化により、業務時間を最大年間
　　△493時間削減した事務効率化を実現

⑶　行政手続のデジタル化
　コンビニ収納と共通納税システムの導入・条例改正による課題解決を通じ
た、納税者の利便性向上と収納業務の効率化の実現を図った。
　・統一QRコード付き納付書とコンビニ収納の導入により、場所・時間を問わ
　　ない納付環境の整備

取組の実績

⑴　ICTを活用したサービスの向上

⑵　業務プロセスの最適化

⑶　行政手続のデジタル化
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「男鹿市総合計画 ～なまはげの里～ おが幸せ未来ビジョン」における位置付け

まちづくり 政策 ＮＯ. 施策・取組

【情報の発信頻度と質の向上】
　情報ニーズの調査を行うとともに、的確なターゲットを設定し、計画的・効果的な
情報発信を図ります。

【業務プロセスの最適化】
　生成AI本格導入による操作研修と活用事例の共有を徹底するほか、本市の業務実態
に適したデジタルツールの導入や環境構築を図ることで、「業務効率化」と「市民
サービス向上」に継続的に取り組み、持続可能な行財政運営の実現に寄与する仕組み
を追求します。デジタル化の最新動向を常に把握し、新たな技術を取り入れる柔軟性
を持ち続けます。
　
【行政手続のデジタル化（税務分野）】
　国等の機能拡充動向を注視し、システム改修を通じた地方税の電子化に伴う機能拡
充等に即応し、利便性を高めます。

　高齢者等のデジタル弱者への配慮を欠かさず、誰もが行政サービスの恩恵を受けら
れるユニバーサルな環境整備が不可欠です。技術導入後の効果検証を定期的に行い、
PDCAサイクルを回すことで、本市における「行政」、「産業」、「暮らし」のDXを推
進し、住民の利便性向上と行政サービスの充実強化を図ります。

今後の方針

5-6　持続可能な行財政運
営

５　市民との協働による
持続可能なまちづくり

情報発信力の強化5-6-5

DXの推進と事務の効率化5-6-3
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４　持続可能な行財政運営（１０項目）

№ 取組事項 担当課 R4 R5 R6 R7

25 公営企業の経営健全化
企業局
管理課

○ ○ ○ ○

26
水道施設の統廃合の検討
【継続】

企業局
ガス上下水道課

○ ○ ○ ○

27 公共建築物のマネジメントの推進 財政課 ○ ○ ○ ◎

28
公有財産の有効活用（閉校した学校
施設等の有効活用）

財政課
教育総務課

△ ◎ ◎ ◎

29 温泉施設の民間移譲 観光課 △ ◎ ◎ ◎

30 男鹿市トレーニングセンターの廃止 文化スポーツ課 △ ○ ○ ○

31 小・中学校の統合
教育委員会
教育総務課

○ ○ ○ ◎

32 共同調理場の統廃合
教育委員会
こども未来課

△ △ ○ ◎

33 公用車の適正管理と効率的な運用 財政課 ○ ○ ○ ◎

34
家庭系ごみ排出量の減少の推進
【継続】

生活環境課 △ △ ○ ○

⑴　健全な財政運営の推進

⑵　財産の適正管理と有効活用

⑶　効果的・効率的な事務の執行

⑴　健全な財政運営の推進
　工事コストの削減・広域化による管路維持管理の効率化・水道料金改定を
通じた、将来にわたる公営企業の安定経営基盤の構築を図った。
　・工事費上限設定による固定費抑制・管路維持管理包括委託・水道料金改定
　　による経営基盤の強化
　・北浦新浄水場増補改良に向けた概算事業費の試算と国への補助要件緩和要
　　望、水道料金改定の実施

⑵　財産の適正管理と有効活用
　施設点検の継続・廃校舎の民間活用・温泉施設の民間移譲・学校統合・調
理場統廃合を通じた、公有財産の適正管理と財政負担の軽減を図った。
　・年２回の自主点検・全施設進捗調査による適正管理と、廃校舎・未利用地
　　の民間への積極的な貸付・売却による有効活用の推進
　・行政が直接運営する施設の廃止・民間移譲による財政負担の解消
　・少子化を踏まえた学校・給食施設の計画的な統廃合と機能集約

⑶　効果的・効率的な事務の執行
　公用車の計画的更新・一元管理と多面的なごみ減量啓発の継続実施によ
る、環境負荷の低減と行政コストの効率化を推進した。
　・老朽車両の計画的更新・一元管理の推進と、電気自動車導入によるGX対応
　・分別講習会・出前講座・生ごみ処理機補助など多面的な啓発活動によるご
　　み減量化の推進

取組の実績
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「男鹿市総合計画 ～なまはげの里～ おが幸せ未来ビジョン」における位置付け

まちづくり 政策 ＮＯ. 施策・取組

2-5-1
人口減少時代に対応した
効率的な公営企業経営

2-5-2
災害に強い水道施設等の
整備（更新・耐震化等)

4-2-8
小・中学校統合後の教育
環境の整備

4-2-7
心地よく学習できる環境
づくり

２　半島防災に向けた安
全・安心なまちづくり

2-4　安全安心な生活環境
の整備

2-4-2
家庭系一般廃棄物の減量
化の推進

2-5　持続可能な公営企業
経営

２　半島防災に向けた安
全・安心なまちづくり

財政の健全化5-6-2
5-6　持続可能な行財政運
営

５　市民との協働による
持続可能なまちづくり

4-2　教育・保育の質の向
上と環境の整備

４　子育ての希望があふ
れるまちづくり

【企業局の経営健全化】
　今後は次期経営戦略を踏まえ、継続的な経費削減と料金改定の必要性の検証を行い
ます。水道施設は重要管路の更新・整備を最優先とし、現実に即した施設整備方針を
再検討します。

【公共建築物の適正管理】
　未利用地カタログ・廃校施設概要書を随時更新するとともに、トップセールス等に
よるPRを継続し、遊休財産の有効活用につなげます。

【効果的・効率的な事務の執行】
　公用車は日稼働率を注視しながら車両台数の適正化を維持し、ハイブリッド車等の
費用対効果を検討します。
　家庭系ごみ排出量の減少の推進については、食品ロス削減等に向けた普及啓発を粘
り強く継続し、循環型社会の実現と住民意識の向上に努めます。
　
　これまでの取組で得られた知見を蓄積し、全職員がコスト意識を持って事務事業を
見直す文化を醸成します。将来にわたり持続可能な行財政基盤の確立に全力で取り組
みます。

総合計画によらず実施していく

今後の方針
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３．定員管理計画の状況 

 

事項 

区分 

4 月 1 日現在 

① 

退職者数 

② 

採用者数 

③ 

再任用数 

④ 

次年度 4 月 1

日 

①+②+③+④=

⑤ 

増減数 

⑤-① 

Ｒ４年度 
計画 ３１０  △ ７  ６  ０  ３０９  △１  

実績 ３１１  △１０  ８  ４  ３１３  ２  

Ｒ５年度 
計画 ３０９  △ ３  ６  ０  ３１２  ３  

実績 ３１３  △ ７   １０   △１   ３１５   ２  

Ｒ６年度 
計画 ３１２  △ ４ ６  ０  ３１４  ２  

実績  ３１５  △１３  １３  △２   ３１３  △２  

Ｒ７年度 
計画 ３１４  △ ２ ６  ０  ３１８  ４  

実績   ３１３  △ ８  １１  △１  ３１５  ２  

増減数 

合計 

計画 ８  

実績 ４  

 

４．今後の取組 

 

 第５次男鹿市行政改革大綱に基づく３４の取組事項については、４年間で概ね

目標を達成する成果を上げました。一方で、目標未達や検討継続といった課題も

顕在化しており、これらの検証結果は次期以降の行政経営に活かす必要がありま

す。 

令和８年度からは、本大綱の推進期間終了に伴い、これまでの行政改革の成果

と課題を男鹿市総合計画へ継承します。「新しい時代に即した行政改革の推進」の

基本理念を堅持し、４つの柱を施策の根幹に据えることで、既存の手法にとらわ

れない柔軟かつ果敢な改革を推進します。 

少子高齢化・人口減少の加速やデジタル技術の革新など、複雑化する社会情勢

において、市民ニーズに応え続ける質の高い行政サービスを提供し、将来にわた

り持続可能な行財政基盤の確立に全力を挙げて取り組んでまいります。 
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男鹿市総合計画
～なまはげの里～おが幸せ未来ビジョン（抜粋）












